
2023年7月

姫路商工会議所

１．調査目的：「原材料・部品・商品」の入荷遅延 および 「仕入れ価格」上昇の影響について調査し、

　　　　　　　　　　今後の意見活動等に反映するため。

２．調査期間：   2023年6月7日 ～ 6月21日（15日間）

３．調査方法： （１）姫路市内に本店を置き、Ｆａｘ番号登録のある当所会員事業所

（２）2023年度第1四半期　景気動向調査とあわせて調査

※景気動向調査の回答数1,169件のうち､特別調査への回答数は 1,072件

0.3％3
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（回答事業所の規模別構成比）
 製造業

構成比  卸売業

100.0％
 小売業

 サービス業

61.6％

 その他

34.6％

 情報通信業

3.8％

 運輸業
【小規模】

「1～5人」

「1～20人」

【中規模】

「6～50人」

「6～100人」

「21～300人」

【大規模】

：情報通信業、卸売業、小売業、

   飲食・宿泊業、医療・福祉、

   教育・学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

   不動産業

：小売業、飲食・宿泊業

：情報通信業、卸売業、医療・福祉、教育・

 　学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

　 不動産業

：上記【小規模】【中規模】を除く区分。

 金融・保険業

 　小規模

 　中規模

 　大規模

660

371

41

1072

 医療・福祉

 教育・学習支援業

 不動産業

 飲食・宿泊業

（回答事業所の業種別構成比）

調査事業所数 回答事業所数

全　　体

4,627 1,072 23.2％

 建設業

回答率
事業所数

1,072

217

（回答率）

10

42

（2023年度第1四半期）

【特別調査】

事業所数

222

構成比

100.0％

20.2％

20.7％

12.2％131

　全　　体

「原材料・部品・商品」の入荷遅延 および

「仕入れ価格」上昇の影響調査

36

26

14.6％

17.2％

15.1％

0.9％

3.9％

1.3％

2.9％

3.4％

2.4％

14

31

156

184

162
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問１．「原材料・部品・商品」の入荷状況について、該当する項目を１つ選んでください｡

12.7%

11.5%

5.9%

35.0%

41.8%

34.3%

13.2%

8.0%

5.4%

39.1%

38.8%

54.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

著しく遅延 多少遅延 今後遅延危惧 遅延していない

（前々回調査）

（前回調査）

n=1,096

n=1,080

11.7%

12.8%

6.9%

37.6%

44.7%

33.0%

14.8%

5.0%

5.5%

35.9%

37.4%

54.7%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

13.4%

10.7%

5.3%

33.2%

40.2%

34.7%

12.7%

9.9%

5.4%

40.7%

39.2%

54.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

10.3%

13.6%

7.7%

43.6%

43.2%

41.0%

7.7%

2.3%

5.1%

38.5%

40.9%

46.2%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

著しく遅延 多少遅延 今後遅延危惧 遅延していない

n=1,049

（無回答を除く）

【大規模】

【中規模】

【小規模】

（前々回調査）

（前回調査）

「著しく遅延」および「多少遅延」の回

答割合は40.2％(前回比13.1ポイント減)

で、前回に比べ入荷遅延の割合は減少し

たが、まだ4割以上が入荷遅延の影響を

受けている。

40.2%

53.3%

47.7%

46.6%

50.9%

40.0%

49.32%

57.5%

53.9%

56.8%

48.7%

39.9%

■規模別の状況

規模別における遅延状況（「著しく・多少遅延」）

「小規模」（前回）50.9% ➡ （今回）40.0%

「中規模」（前回）57.5% ➡ （今回）39.9%

「大規模」（前回）56.8% ➡ （今回）48.7%

■「原材料・部品・商品」の入荷遅延状況

「著しく遅延」および

「多少遅延」の回答割合

（前回）53.3% ➡ （今回）40.2%

■規模別の状況

■仕入れ価格の状況
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姫路商工会議所
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17.1%

14.2%

5.2%

46.5%

52.8%

43.7%

13.6%

8.7%

4.7%

22.8%

24.3%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

(前々回調査)

(前回調査)

12.8%

11.1%

6.3%

35.5%

43.6%

34.8%

16.9%

8.9%

6.8%

34.7%

36.4%

52.0%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

16.5%

8.8%

3.1%

39.7%

53.6%

38.3%

14.0%

5.6%

4.7%

29.8%

32.0%

53.9%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

14.6%

12.9%

8.4%

35.4%

38.7%

35.7%

10.4%

10.3%

4.5%

39.6%

38.1%

51.3%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

7.8%

10.1%

5.1%

25.2%

29.8%

29.4%

12.6%

4.8%

4.5%

54.4%

55.3%

61.0%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

著しく遅延 多少遅延 今後遅延危惧 遅延していない

【建設業】

【製造業】

【卸売業】

【小売業】

【サービス業】

63.6%

67.0%

48.9%

48.3%

54.7%

41.1%

56.2%

62.4%

41.4%

50.0%

51.6%

44.1%

33.0%

39.9%

34.5%

■業種別の状況

業種別における遅延状況（「著しく・多少遅延」）

「建設業」（前回）67.0% ➡ （今回）48.9% 「製造業」（前回）54.7% ➡ （今回）41.1%

「卸売業」（前回）62.4% ➡ （今回）41.4% 「小売業」（前回）51.6% ➡ （今回）44.1%

「ｻｰﾋﾞｽ 」 （前回）39.9% ➡ （今回）34.5%
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問２-1．仕入れ価格は前回調査（2022年9月）と比較した場合、該当する項目を1つ選んでください。

17.3%

77.8%

84.5%

46.3% 20.5%

20.6%

14.0%

15.4%

1.6%

1.5%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

（前回調査）

n=1,107

18.6%

75.1%

83.4%

45.3% 17.4%

22.8%

14.9%

18.1%

2.1%

1.7%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

16.5%

82.8%

85.9%

48.1% 24.1%

16.4%

12.7%

11.1%

0.8%

1.4%

0.3%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

4.9%

82.5%

93.2%

46.3% 39.0%

17.5%

6.8%

9.8%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

n=1,127

n=1,067

（無回答を除く）

【小規模】

【中規模】

【大規模】

（前々回調査）

（注）今回、選択肢を5つに変更してア

ンケートを実施。

「２割以上の上昇」が17.3％、「１割以

上の上昇」が46.3％、「１割未満の上

昇」が20.5％となった。

一方、「あまり変化なし」と「下落」

を合わせた回答割合は、それぞれ15.4％、

0.5％となり、前回とほぼ横ばいだった。

81.3%

88.7%

90.2%

84.1%

■規模別の状況

規模別における仕入れ価格の状況

「小規模」 （2割以上の上昇）18.6％ （1割以上の上昇）45.3％ （1割未満の上昇）17.4％

「中規模」 （2割以上の上昇）16.5% （1割以上の上昇）48.1％ （1割未満の上昇）24.1％

「大規模」 （2割以上の上昇） 4.9% （1割以上の上昇）46.3％ （1割未満の上昇）39.0％

■仕入れ価格の状況 ■仕入れ価格上昇に対する「対応策」

（※前回調査まで）■上昇している  ■あまり変化なし ■下落している

（今回調査） ■2割以上の上昇 ■1割以上の上昇  ■1割未満の上昇

   ■あまり変化なし ■下落している

（※前回調査まで）■上昇している  ■あまり変化なし ■下落している

（今回調査） ■2割以上の上昇 ■1割以上の上昇  ■1割未満の上昇 ■あまり変化なし ■下落している



　

－　5　－

18.1%

89.1%

94.1%

54.4% 15.8%

10.9%

5.0%

11.6%

0.0%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

25.8%

88.1%

93.4%

47.5% 19.5%

11.1%

5.3%

6.3%

0.8%

1.3%

0.9%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

21.4%

89.6%

91.4%

45.8% 19.1%

7.2%

5.5%

13.7%

3.2%

3.1%

0.0%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

12.8%

76.2%

83.4%

41.7% 29.5%

20.4%

14.7%

14.7%

3.4%

1.8%

1.3%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

10.9%

57.7%

64.8%

43.2% 20.8%

40.8%

34.2%

25.1%

1.4%

1.0%

0.0%

2022年3月

2022年9月

2023年6月

【建設業】

【製造業】

【卸売業】

【小売業】

【サービス業】

(前々回調査)

(前回調査)

88.3%

92.8%

86.3%

84.0%

74.9%

■業種別の状況

業種別における仕入れ価格の状況（「２割以上の上昇」「１割以上の上昇」の割合）

「建設業」（2割以上）18.1%（1割以上）54.4％ 「製造業」（2割以上）25.8% 1割以上）47.5%

「卸売業」（2割以上）21.4％（1割以上）45.8％ 「小売業」（2割以上）12.8％ 1割以上）41.7％

「ｻｰﾋﾞｽ 」 （2割以上）10.9％（1割以上）43.2％ ※製造業の2割以上上昇の回答割合が高い

■価格転嫁の状況

（※前回調査まで）■上昇している  ■あまり変化なし ■下落している

（今回調査） ■2割以上の上昇 ■1割以上の上昇  ■1割未満の上昇 ■あまり変化なし ■下落している
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問2-2．仕入れ価格上昇に対して、どのような「対応策」をとられましたか。

　　　　　（問2-1.で仕入れ価格上昇と回答した先への質問） (複数回答可）

66.9%

18.9%

12.4%

18.0%

25.4%

17.7%

3.8%

13.6%

0.2%

75.2%

15.9%

11.9%

22.6%

23.7%

20.1%

4.4%

13.8%

1.2%

①販売価格へ転嫁

②仕入先の見直し

③仕入先への値下げ交渉

④代替品の検討

⑤コスト削減

⑥業務効率化

⑦新分野・新規事業の開始

⑧特に対策をしていない

⑨その他

0.0% 50.0% 100.0%

2022年9月 2023年6月

(無回答を除く）

40.5%

39.4%

35.8%

9.1%

8.0%

4.5%

5.8%

6.7%

9.0%

11.8%

11.7%

16.4%

11.9%

13.3%

14.9%

8.2%

13.3%

17.9%

2.5%

2.5%

0.0%

9.3%

5.1%

1.5%

1.0%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小規模

中規模

大規模

①販売価格へ転嫁 ②仕入先の見直し ③仕入先への値下げ交渉

④代替品の検討 ⑤コスト削減 ⑥業務効率化

⑦新分野・新規事業の開始 ⑧特に対策をしていない ⑨その他

39.2%

44.9%

46.8%

42.0%

31.9%

10.0%

6.5%

6.8%

10.0%

8.6%

7.9%

6.0%

6.8%

6.8%

4.3%

12.7%

10.7%

13.2%

11.4%

11.9%

11.7%

10.4%

10.7%

11.0%

17.1%

9.6%

12.5%

9.3%

9.1%

13.8%

1.4%

2.1%

4.4%

3.2%

0.5%

7.2%

5.7%

1.5%

6.4%

11.9%

0.3%

1.2%

0.5%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

①販売価格へ転嫁 ②仕入先の見直し ③仕入先への値下げ交渉

④代替品の検討 ⑤コスト削減 ⑥業務効率化

⑦新分野・新規事業の開始 ⑧特に対策をしていない ⑨その他

〇トップの「販売価格へ転嫁」が、75.2％と、

前回比8.3ポイント増加した。以下「コスト削

減」23.7％、「代替品の検討」22.6％、「業務

効率化」20.1％、「仕入先の見直し」15.9％と

続く。一方、「特に対応をしていない」との回

答が13.8％であった。

〇規模別では、価格転嫁の回答割合は「大規

模」に比べ、「小規模」「中規模」が高くなっ

ている。また、規模が大きいほど、「業務効率

化」の割合が高くなっている。

〇業種別では、「卸売業」「製造業」「小売

業」「建設業」「サービス業」の順に「販売価

格へ転嫁」の割合が高くなっている。 n=898n=917

■仕入れ価格上昇に対する「対応策」 ■価格転嫁が進まない理由

■規模別の状況

■業種別の状況
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問2-3．仕入れ価格上昇分の内の販売価格に転嫁した割合について、該当する番号を選んで

　　　ください。（問2-1．で、仕入価格が上昇したと回答した先への質問）

9.7%

31.4%

26.6%

32.3%

11.1%

38.6%

27.8%

22.4%

14.2%

43.5%

25.6%

16.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

十分転嫁できた

半分以上 転嫁できた

半分に満たない転嫁

ほとんど転嫁できず

2022年3月 2022年9月 2023年6月

n=836n=863 n=833

(無回答を除く）

〇「十分転嫁できた」および「半分以上転

嫁できた」と回答した割合は57.7%（前回

比8.0ポイント増）となった。一方、「ほ

とんど転嫁できていない」と回答した割合

は16.8％（同5.6ポイント減）となり、価

格転嫁が少しずつ進んでいる。

〇規模別では、同様の回答割合は、「小規

模」が56.7％、「中規模」が59.4％、「大

規模」が54.3％だった。

〇業種別では、同様の回答割合は、「卸売

業」が80.0％と高くなっている。一方、

「サービス業」は45.6％で、価格転嫁があ

まり進んでいない。

■価格転嫁の状況

13.6%

15.0%

14.3%

43.1%

44.4%

40.0%

24.8%

26.5%

28.6%

18.5%

14.1%

17.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模

中規模

大規模

①十分転嫁 ②半分以上転嫁 ③半分未満 ④ほとんど転嫁できず

■規模別の状況

15.0%

13.3%

26.4%

13.9%

12.8%

41.6%

52.3%

53.6%

45.1%

32.8%

27.2%

24.1%

15.5%

27.0%

25.6%

16.2%

10.3%

4.5%

13.9%

28.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

①十分転嫁 ②半分以上転嫁 ③半分未満 ④ほとんど転嫁できず

■業種別の状況

下落している
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問2-4．価格転嫁が進まない理由について、該当する番号を選んでください。

　　  　　（問2-3．で、十分価格転嫁ができたと回答した先以外の事業先への質問）（複数回答可）

22.7%

20.9%

25.0%

17.6%

21.7%

25.0%

16.6%

18.0%

16.7%

18.2%

16.4%

11.1%

7.2%

5.8%

8.3%

1.5%

1.1%

0.0%

16.3%

16.1%

13.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小規模

中規模

大規模

①消費者からの低価格志向が強いため ②取引先からの価格維持要求がある
➂競合他社が価格を上げていない ④需要が減少している
⑤長期契約により価格が固定されている ⑥価格転嫁しなくても利益確保できる
⑦今後、状況を見て価格転嫁をする予定

39.3%

18.4%
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n=1,072n=730

■価格転嫁が進まない理由

〇一番多かった理由は、「消費者からの低

価格志向が強いため」（22.1％）であった。

次に「取引先からの価格維持の要求があ

る」（19.4％）が続く。一方「今後、状況を

見て価格転嫁をする予定」が16.1％あった。

〇規模別では、規模が小さくなるほど、

「需要が減少している」との回答割合が高

くなっている。

〇業種別では、「小売業」「サービス業」

は、「消費者からの低価格志向」の割合が

高い。また、「建設業」「製造業」「卸売

業」は、「取引先からの価格維持の要求が

ある」の割合が高い。
n=714

■規模別の状況

■業種別の状況
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